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日本の製造業における参入・退出パターンと生産性

権　卓越a・深尾京司b・金　榮懇。

　本論文では，1981－2000年に関する経済産業省r工業統計調査』の事業所レベルのデータを利用し，

日本製造業における参入・退出パターンと生産性上昇の関係を分析した．分析により以下の結果を得
た．90年の生産性低迷の主因は内部効果の下落であったが，参入効果の下落も生産性低迷にかなり寄

与していることが観察された．また，参入率が90年代に大きく下落したことは，参入効果を下落させ
たのみではなく，90年目生産性低迷の主因である内部効果の下落にも関係していた．我々はまた，参

入事業所による市場競争効果が既存事業所の生産性上昇に有意に正の効果を与える一方，参入後の学

習効果は既存事業所生産性上昇に負の効果を与える効果を得た．

1．はじめに

　生産性の上昇が，研究開発投資，人的資本の

蓄積，FDI，輸出，そして競争といった要因の

みではなく，生産性が高い事業所の参入と低い

事業所の退出や存続企業間の資源の再配分によ

ってももたらされることは，シュンペーター学

派の創造的な破壊（Creative　Destruction）｝こ関

する理論モデル（Nelson（198！））と企業・事業

所レベルのデータを用いた生産性上昇分解分析

の研究結果により明らかとなっている．生産性

上昇の分解に関するサーベイ論文であるFos－

ter，　Haltiwanger，　and　Krizan（2001）やBar－

telsman　and　Doms（2000）などでは，創造的な

破壊過程，つまり参月目退出過程と存続企業間

の資源再配分が全体の生産性上昇分の約5割程

度を説明するという結果が得られている．特に，

創造的な破壊による産業生産性上昇への効果が

技術進歩のスピードが速く，市場競争が激しい

産業において大きいという結果になっている．

これらの先行研究は，市場の本来持つべき属性

である競争機能が働けば，生産性の高い企業や

事業所が市場に参入したり，生産性が低い企業

や事業所が退出したり，生産性が高い企業や事

業所がより市場シェアを拡大するような創造的

な破壊過程を通じて，産業全体の生産性上昇へ

寄与するはずであることを示している．

　しかし，90年代における日本経済の記録的な

低成長の原因を探った一連の研究（深尾・権

（2004），Nishimura，　Nakajima　and　Kiyota

（2005），Fukao　and　Kwon（2006），Fukao，　Kim

and　Kwon（2006））では，撤退・縮小すべき生

産性が低い企業や事業所が存続するために，新

規の生産的で新しい技術や経営方式を持った企

業や事業所が参入できず，結果として創造的な

破壊機能低下を招き，生産性上昇率が低下して

いる可能性を指摘している．これらの研究では

生産性上昇分析で一般的に利用される，
Griliches　and　Regev　（1995）やFoster，　Halt－

iwanger　and　Krizan（2001）ρ分解方法を利用

して，生産性上昇の要因分解を行って，企業や

事業所内部の生産性上昇率の減速と生産性が高

い企業や事業所が事業から撤退する負の退出効

果に注目して，日本経済の生産性上昇率が低迷

した原因について議論している．Fukao，　Kim

and　Kwon　（2006）では，1990年と比較して

2003年の事業半数が14万程度減少しているこ

とが示されていて，生産性の高低と関係なく，

多くの事業所が退出している一方で，参入する

事業所が退出に比べて，格段に少ないことを指

摘している．この観察された事実は1990年代

の生産性低迷の一つの原因が，80年代と比べて

日本の製造業における参入・退出パターンの変

化にある可能性を示唆している．こうした研究
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表1．事業所に関する統計

全事業所 単独事業所 複数事業所

年度 事業所数（平均規模
]業者数）

事業工数シェア 従業者数　出荷額シェア　　シェア 平均規模
i従業者数）

事業所数シェア 従業者数　出荷額シェア　　シェア 平均規模
i従業者数）

1981

P985

P990

P995

Q000

436，413　　23．60

S38，517　　24．17

S35，997　　25．19

R87，726　　26．27

R41，421　　26．63

0，882

O，878

O，848

O，839

O，830

0．578　　0．395

O．579　　0．389

O．537　　0．350

O．534　　0．353

O．524　　0．333

15．47

P6．00

P5．94

P6．73

P6．82

0，118

O，122

O，152

O，161

O，170

0．422　　0．605

O．421　　0．611

O．463　　0．650

O．466　　0．647

O．476　　0．667

84．74

W3．81

V6．96

V6．10

V4．56

から，本論文では，1981年から2000年におけ

る経済産業省r工業統計調査』の事業所レベル

データを利用し，参入・退出パターンの変化と

労働生産性上昇との関係を明らかにすることを

目的としている．

　本論文の構成は，以下の通りである．七節で

は，製造業部門における労働生産性上昇率の分

解を80年代（1981－1990）と90年代（1990－2000）

に分けて行い，80年代と90年代の差異や事業

所のタイプごとの差と他国の結果との比較を行

う．第3節では，いくつかの参入・退出変数を

作成し，事業所の参入・退出パターンが80年

代から90年代にかけて変化したかどうかに関

する結果を示す．第4節では，事業所のターン

オーバーと存続事業所の内部生産性上昇との関

係を分析する．事業所ダイナミクス（参入と退

出）は，市場競争を高める市場競争効果と，新設

事業所が参入後，長期にわたって既存の事業所

の生産性を追い抜いていく学習効果（Learning

Effect）により，存続事業所の生産性を上昇さ

せる可能性が高い．そのため，事業所の参入・

退出パターンがどの経路を通じて，事業所内部

の生産性を上昇させるのかについて分析する．

最終節では，結果をまとめる．

2．製造業における労働生産性上昇率の分解分析

　生産性上昇の分解分析には，経済産業省『工

業統計調査』における事業所レベルの個票デー

タを使用する1）．経済産業研究所の「マイクロ

データ計量分析室」が行った『工業統計調査』

のパネル化作業の結果を利用して，1981年から

2003年までのパネルデータを作成した2）．こ

の調査は国に属する事業所と製造，加工及び修

繕を行わない本社・本店を除く，製造業に属す

るすべての事業所を対象としている．1981年

の調査から暦年末尾が0，3，5，8年であれば，

全数調査を実施し，それ以外の年は従業者4人

以上の事業所を対象としている3）．表1には利

用された『工業統計調査』の事業所データに関

する基本的な統計が．5年毎に示されている。事

業所の数は20年間で22％減少し，事業所の平

均規模は13％増加した．複数事業所と比べて，

単独事業所の平均規模は増加しているが，事業

所の数，従業者数および出荷額に占める単独事

業所の割合は減少傾向にある．

　生産性分解分析を行うため，生産性指標とし

て蛍働生産性を利用し，各事業所の労働生産性

を次のように測定する．我々は製造業を49産

業に分類し，’時点（＞0）における事業所ρの

労働生産性レベノレを初期時点（’＝0）における当

該産業代表的事業所の労働生産性レベルとの比

較の形で，次のように測定した．

lnLら，‘＝（ln】ら，ご一lnY∂一（lnLρ，f－lnム）

＋Σ喜＝1（lnK－1丁目y』）一Σ書一1（ln五。一ln五。一1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．1）

　ここで，｝毎は’期における事業所ρの実質

付加価値（実質出荷額マイナス実質中間投入額），

五鮮は事業所ρの労働の投入量である．名目

産出額と中間投入額はJIPデータベースの産

出と中間投入のデフレーターを用いて実質化し

た．

　本論文では，産業レベノレの生産性をBaily，

Hulten　and　Campbell（1992）とFoster，　Halt－

iwanger　and　Krizan・（2001）の方法を用いて集

計する．’年におけるある産業の生産性レベル

を次式で定義する．

　　　　　ln五．R＝Σ琴θρ，‘1n五、ら，診　　（2．2）

　ここで，ln五乃，εは各事業所の労働生産性，
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図1．製造業における労働生産性上昇率の分解（毎年）
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表2．製造業における労働生産性上昇率の分解分析

各効果の寄与

労働生産
ｫ上昇率
i年率）

内部効果
再配分

�ﾊ
シェア　　共分散
�ﾊ　　　効果

純参入

�ﾊ

a＝b十。十f b c＝d十e d　　　　　e f＝9＋h＋i＋j g　　　　　h　　　　　旦　　　　　」

全事業所

P981－1990

P990－2000

4．44％

Q．71％

3．34％

i0．75）

P．53％

i0．57）

一〇．46％

i一〇．10）

O．19％

i0．07）

一〇．01％　一〇．45％

i一〇．00）　（一〇．10）

O．25％　　一〇．06％

i0．09）　（一〇．02）

1．56％

i035）

O．99％

i0．36）

一〇．24％　　　一〇．17％　　　　0．89％　　　　　1．08％

i一〇．05）　　　（一〇．04）　　　　（0．20）　　　　　（0，24）

黶Z．28％　　　一〇．18％　　　　0，71％　　　　　0．73％

i一〇．10）　　　（一〇．06）　　　　（0．26）　　　　　（0．27）

複数事業所

P981－1990

P990－2000

1．99％

P．35％

1．74％

i0．87）

O．91％

i0．68）

一〇．39％

i一〇20）

O．03％

i0．02）

一〇．12％　一〇．27％

i一〇．06）　（一〇．13）

O．06％　　一〇．04％

i0．05）　（一〇．026）

0．64％

i0．32）

O．41％

i0．30）

一〇．21％　　　一〇．16％　　　　0．46％　　　　　0．56％

i一〇．11）　　　（一〇．08）　　　　（0．23）　　　　　（0．28）

黶Z．24％　　　一〇．21％　　　　0．43％　　　　　0．42％

i一〇．174）　　（一〇．158）　　　　（0．32）　　　　　（0．31）

単独事業所

P981－1990

P990－2000

2．45％

P．36％

1．60％

i0．65）

O．62％

i0．46）

一〇．07％

i一〇．03）

O．16％

i0．12）

0ユ1％　　一〇．19％

i0．05）　（一〇．08）

O．19％　　一〇．03％

i0．14）　（一〇．02）

0．92％

i0．38）

O．58％

i0．43）

一〇．03％　　　一〇．01％　　　　0．43％　　　　　0．53％

i一〇．01）　（一〇．00）　（0．18）　（0．21）

黶Z．05％　　　　0．04％　　　　　0．28％　　　　　0．31％

i一〇．03）　　　　（0，03）　　　　　（0．21）　　　　　（0．23）

注）　括弧内の数字は各効果の相対的な寄与度である．

ウエイトのθ夘は事業所ρが属している産業

における従業者数のシェアである．

　産業全体の労働生産性上昇率をFoster，

Haltiwanger　and　Krizan（2001）の方法を用い

て，分解することにした．彼らの方法によると，

基準年α一τ）から比較年（のにかけての製造業

の各産業における労働生産性上昇率は，次の5

つの要因の和として表すことができる．

　　内部効果（Within　effect）：

　　　　　Σρ，sθρ，亡一，△ln五・ら，‘，

　　シェア効果（Between　effect）：

　　　　　Σρ，s△θρ，、（ln五」ら，‘一。一ln五Pご一．），

　　共分散効果（Covariance　effect）：

　　　　Σρ、5△θρ，ご△lnL凡ご

　　参入効果（Entry　effect）：

　　　　　ΣP，Nθρ，‘（lnL∫㌃，rlnLP卜．），

　　退出効果（Exit　effect）：

　　　　　Σρ，κθρ，、．，（1n五P，．，一lnLP西，，一。），

　ただし，Sは基準年から比較年にかけて存続

した事業所集合，NとXはそれぞれ参入，退出

した事業所の集合をあらわす4）．また，ln五P

の上の傍線は労働生産性の産業平均水準を表す．

　図1には1981年から2000年までの毎年の労

働生産性上昇率の分解結果が示され，ている．ま

た，全期間を次の二つの期間（1981－90，1990－

2000）に分けて分解を行った．表2は長期間の
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製造業全体の労働生産性上昇率の要因分解を行

った結果である．製造業全体に関する我々の結

果を，他国を対象にして行われた先行研究の結

果と比較しているのが表3であり，表4と表5

は80年代と90年代の産業別の労働生産性上昇

率を分解分析した結果である．図1，表4，5に

おける参入効果と退出効果には，存続事業所の

中で，ある産業から他の産業に移動することに

よるSwitch－in効果とSwitch－out効果も含ま

れ，ている．

　図1と表2を見ると，日本の製造業では，存

続事業所内での生産性上昇の効果である内部効

果が分析期間と関係なく，製造業全体の生産性

上昇のほとんどを説明していることが分かる．

年次データの結果は，企業レベルのデータを用

いた深尾・権（2004）の結果と同様に，景気変動

を産業レベルの労働時間を利用して調整したに

もかかわらず，内部効果は共循環的（Procy－

clical）に変動していることを示している．しか

し，生産性の低い事業所から高い事業所への再

配分効果や事業所の参入・退出による効果は内

部効果に比べて格段に小さいが，景気変動の影

響を受けず，安定的な傾向を示している．また，

内部効果は1990年代に格段に落ちたことが観

察できる．Fukao，　Kim，　and　Kwon（2006）では，

内部効果の減少の原因が，事業所の老朽化や新

設事業所の減少による学習効果（Learning

Effect）の低下や死の影効果（Shadow－of・death

Effect）の拡大にある可能性を指摘している．

　80年半と90年代に分けて，長期を対象にし

た製造業全体の労働生産性上昇率の要因分解を

行った結果は年次データから見られた傾向と変

わらないが，事業所を単独と複数に区分した結

果と表3の国際比較の視点に立つと，いくつか

の日本の製造業における生産性ダイナミクスの

特徴が見えてくる．

　国際比較から見える日本の製造業における生

産性ダイナミクスの特徴は，退出効果が全体の

労働生産性の上昇ヘマイナスに寄与することで

ある．この現象は退出する事業所の生産性レベ

ルが産業平均の生産性レベルよりも高いことを

意味する．こうした負の退出効果を除くと，ア



　　日本の製造業における参入・退出パターンと生産性

表4．産業別の労働生産性上昇率の分解結果（1981－1990），年平均

235

産業名

畜産食料品

水産食料品

精穀・製粉

その他の食料品

飼料・有機質肥料
飲料

繊維製品

製材・木製品

家具・装備品

パルプ・紙・板紙・加工紙

紙加工品

印刷・製版・製本

皮革・皮革製品・毛皮

ゴム製品

化学肥料・無機化学基礎製品

有機化学製品

化学繊維

化学最終製品

医薬品

石油製品

石炭製品

ガラス・ガラス製品

セメント・セメント製品

陶磁器

その他の窯業・土石製品

銑鉄・粗鋼

その他の鉄鋼

非鉄金属製錬・精製

非鉄金属加工製品

建設・建築用金属製品

その他の金属製品

一般産業機械

特殊産業機械

その他の一般機械

事務用・サービス用機器

重電機器

民生用電子・電気機器

通信機器

電子応用装置。電気計測器・同付属品

半導体素子・集積回路

電子部品

その他の電気機器

自動車

自動車部品・同付属品

その他の輸送用機械

精密機械

プラスチック製品

その他の製造工業製品
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メリカとカナダを対象にして労働生産性上昇率

の分解を行った結果と概ね一致する．

　また，90年代の日本の製造業における生産性

上昇の減速は内部効果の減少でほとんど説明で

きるが，参入効果（Switch－in効果を含む）の減

少も製造業全体の生産性下落の3割を説明して

いる．参入効果の大きな下落も90年代の日本

経済を低迷させた重要な要因と言えよう．この

ような参入効果の下落のほとんどは単独事業所

の参入効果が減少しているためである．内部効

果の下落幅は単独事業所と複数事業所の間で大

きな差はない．再配分効果は80年代と違って，

90年代に全体の生産性上昇にプラスに寄与し

ている．事業所をタイプ別に分けた結果も全事
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表5．産業別の労働生産憎止昇率の分解結果（1990－2000），年平均

産業名

畜産食料品

水産食料品

精穀・製粉

その他の食料品

飼料・有機質肥料

飲料

繊維製品

製材・木製品

家具・装備品

パルプ・紙・板紙・加工紙

紙加工品

印刷・製版・製本

皮革・皮革製品・毛皮

ゴム製品

化学肥料・無機化学基礎製品

有機化学製品

化学繊維

化学最終製品

医薬品

石油製品

石炭製品

ガラス・ガラス製品

セメント・セメント製品

陶磁器

その他の窯業・土石製品

銑鉄・粗鋼

その他の鉄鋼

非鉄金属製錬。精製

非鉄金属加工製品

建設・建築用金属製品

その他の金属製品

一般産業機械

特殊産業機械

その他の一般機械

事務用・サービス用機器

重電機器

民生用電子・電気機器

通信機器

電子応用装置・電気計測器・同付属品

半導体素子・集積回路

電子部品

その他の電気機器

自動車

自動車部品・同付属品

その他の輸送用機械

精密機械

プラスチック製品

その他の製造工業製品
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　1．19％　　 一〇．90％　　　　 0．98％
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　0．60％　　　一〇．44％　　　　 2．45％

一〇．11％　　　一〇．88％　　　　0．96％

業所の結果と同様にプラスである．再配分効果

がプラスに寄与することは基準時点における労

働生産性が産業平均労働生産性より高い事業所

が雇用を増加させたためである．退出効果

（Switch－out効果を含む）は期間や分析単位と

関係なしで一貫してマイナスである．特に，複

数事業所のケースにおいて大きなマイナスにな

っている．これは規模が大きい複数事業所が海

外直接投資により，工場を海外移転したためか

もしれない．Fukao，　Kim　and　Kwon（2006）で

は直接投資による空洞化が負の退出効果をもた

らした可能性を指摘している．90年代の単独

事業所を対象にして労働生産性上昇を分解した

結果を見ると，Switch－out効果を含めた退出
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効果は相変わらずマイナスであるが，退出効果

だけを見ると正の効果になっている．80年代

と比べて90年代に市場の資源配分機能の改善

が見られるにもかかわらず，90年代の日本の製

造業の生産性が低迷した理由は，新たな技術や

経営方式を持つ企業による事業所の新設が行わ

れていなかったことと，事業所内部の生産性向

上をもたらす要因である人的資本，技術知識ス

トック等の枯渇が市場の資源配分機能の強化に

よる効果をクラウド・アウトしたためであると

いえよう．

　次に，長期間の産業別の労働生産性上昇率の

分解の結果をみると，産業間の差異は非常に大

きいことがわかる．表4と5の4番目の列には

退出効果（Switch－out効果を含む）が報告され

ている．そこでは，負の退出効果がほとんどの

産業において観察されているが，80年代では，

事務用・サービス用機器と電子部品産業などで，

90年前では繊維と石炭産業において退出効果

が正である．また，80年代の製造業全体の労働

生産性上昇には内部効果が75％，参入効果が

44％寄与しているが，技術進歩の速度が高く，

ハイテック産業である金属製造業，機械製造業，

電機機械製造業では参入効果の寄与が他の産業

に比べて高いことが観察される．一方で，90年

代では，これらのほとんどの産業で労働生産性

が下落している．その下落には内部効果だけで

はなく，参入効果の減少も大きく寄与している

ことがわかる．最後に，多くの産業において，

再配分効果はマイナスからプラスに変化してい

る．これは生産性が低い存続事業所から生産性

が高い存続事業所へ資源を再配分させる市場の

資源配分機能が効果的に作用したことを示して

いる．特に，存続事業所の，90年代の通信機器

と半導体素子・集積回路製造業では再配分効果

がプラスで比較的に大きい．

　上記の結果をまとめると，日本の製造業にお

ける生産性上昇率を増加させるためには，退出

と再配分過程をより効率化することも必要であ

るが，新たな事業所の参入を促進することや事

業所内部の生産性を向上させることがより重要

であることを示唆している．これらの要素は，
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互いに密接に関連している．新たな事業所の試

験的な参入が多くあれば，既存の存続事業所は

生産性を上昇させる努力をよりしなければなら

なくなる．これにより市場競争が激しくなり非

効率的な事業所は退出せざるを得ないことにな

る．こうした事業所の退出は，新たな事業所の

参入の要因になる．従って，日本における事業

所の参入率の低さが，最近の日本の製造業の生

産性上昇率低迷の主要な要因として考えられる．

　次の節では，80年代と90年代にサンプノレを

分けて日本の製造業における参入・退出パター

ンを比較し，参入・退出パターンがどのように

変化してきたかについて検討する．

3．製造業における参入・退出パターン

　日本の製造業における参入・退出パターンを

見るため，Dunne，　Roberts，　and　Samuelson

（1988）の研究に基づいて，以下のような幾つか

の参入・退出に関する変数を作成する．

　N呂（の：卜1時点から’時点間にガ産業に参

入した事業所数

　NZω：’時点の全体事業所数（’一1時点か

ら’時点間にゴ産業に参入した事業所も含まれ

る）

　八σぐゴ（の＝’一1時点から’時点問にガ産業から

退出した事業所数

　Q陽（の：’一1時点から’時点間に」産業に参

入した事業所の出荷額

　Q7㍉（の：’時点の全体事業所の出荷額

　Q凡（の：’一1時点から’時点間に∫産業から

退出した事業所の’一1時点の出荷額

そのため，参入（ER）・退出（XR）率は次の（3．

1），（3．2）式で表すことができる5）．

　　　E1～ゴ（’）　＝1＞Zヨぎ（’）々＞7｝（’一1）　　　（3．1）

　　　X兄（’）＝2＞X（’一1）々V7㌃（’一1）（3．2）

また，参入事業所のマーケットシェア（E∫刀）

と退出事業所のマーケットシェア（XSπ）は次

の（3．3），（3，4）式で定義される．

　　ES私（’）　＝　（2LEガ（’）／（27㌃（’）　　　　　　　（3．3）

　　X∫瓦（’）＝QXf（’一1）／（17㌃（’一1）（3．4）

最後に，存続事業所と比較した参入事業所の相

対的な平均規模（ERS）と退出事業所の相対的



238

25，0％

　　20，0％

・く

　　15．0％

e
　　10．0％

8
　　5．0％

経　　済　　研　　隔

壁2．参入率の変化

0．0％

　0．0％　　　5．0％　　　10．0％　　　15．0％　　　20．0％　　　25．0％　　　30．O％　　　35．0％　　　40．0％

　　　　事務用機器
ｼのｿ㌦。墓品民生用電子機器

@　．　　　一　　　　．

∩電子応用装置等

　　　∩

E2’㌔
　置
ｿ嘩∩

自

・ρ・P←

　
　
1
倉

1 L i L 1 1

80年代の参入率

25．0％

　　20．0％

　　15．0％

e
　　10．0％叶
8
　　5．0％

0．0％

　0．0％

図3．退出率の変化

画㌔錨野

／ ◆

◆◆電子部品

◆ 　
ら
◆
▲

も8◆。○

氈

認
◆

／♂
L 1

5．0％ 10．0％ 15．0％ 20．0％ 25．0％

機器

30．0％

80年代の退出率

表6．日本の製造業における参入・退出に関する変数
1

毎年の参入・ 二時点間の 単独事業所 複数事業所

退出変数の 参入・退出 二時点間の 二時点間の

年平均 変数 参入・退出変数 参入・退出変数

1981－90　1990－2000 1981－90　1990－2000 1981－90　1990－2000 1981－90　1990－2000

参入率 0．14　　　0．10 0．45　　　0．29 0．38　　　0．24 0．07　　　0．05

参入企業のマーケットシェア 0，06　　　0．04 0．27　　　0．22 0．12　　　　0．10 0．14　　　0．13

参入企業の相対的な平均規模 0．22　　　0．41 0．45　　　0．48 0．23　　　0．25 1．55　　　1．61

退出率 0ユ4　　　0．13 0．45　　　0．51 0．40　　　0．44 0．05　　　0．07

退出事業所のマーケットシェア 0．06　　　0．05 0．23　　　0．24 0，11　　　0．11 0．11　　　0．13

退出事業所の相対的な平均規模 0．28　　　　0．35 0．37　　　0．31 0．15　　　0．17 1．17　　　1．28

な平均規模（焔～s）は次の式のように測定する．

Eπ＆（の＝（（IEガ（’）施ゴ（の）／（（27㌔（の

　　　　　一（2LEご（’））／（1＞公（’）一1VE∫（’））　（3．5）

XR＆（’）　＝　 （QLXぎ（’一1）〃＞X（’一1））／

　（QZ・（卜1）一QXご（’一1））／（NZ（’一1）

　一1＞X∫（’一1））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．6）

　1980年代と1990年代における参入・退出パ

ターンに異なる点があるかどうかを見るために，

1981年から2000年までの期間を1981年から

1990年までの期間と1990年から2000年まで

の期間の二つに分けた．

　図2と3には，49産業別の80年代（1981－

1990）と90年代（1990－2000）の年平均の参入・

退出率の比較が示されている6）．参入率と退出

率は80年代から90年代にかけて共に減少して

いるが，参入率のほうが退出率よりも減少の幅

が大きい．また，参入率と退出率の減少が大き

い産業をみると，ほぼその構成は一致している．

参入率が大きく減少した民生用電子・電気機器，

電子部品，事務用・サービス用機器製造業は，
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研　　究

生産性分解の結果で内部効果が著しく減少した

産業でもある．産業別年平均の参入率と退出率

の80年代と90年代の相関係数がそれぞれ
0．955，0．933で，1％で統計的に有意であった．

これは完全競争市場モデルにおいて，利潤が正

であれば参入し，負であれ’ぱ退出するという仮

説を否定し，産業内に生産性の分散が大きく，

参入・退出の障壁が低い産業において創造的な

破壊過程として参入・退出が起こるという仮説

を支持することになる．つまり，参入と退出は

利潤ショックによって順次的に起きる現象では

なく，同時に起きるものである．これは，Bar－

telsman，　Haltiwanger　and　Scarpetta（2004）で

得られた結果と一致する．

　表6は製造業全体と事業所タイプごとの参

入・退出パターンを示している．毎年の参入率

と退出率の動きは一定で，安定している．長期

間の二時点で比較すると，1990年に存在した事

業所のうち1981年から参入したのが45％で，

退出したのも45％であるため，事業所数の変

動は少なかった．一方，1990年に存在した事業

所のうち2000年に参入したのは，29％に過ぎ

ないが，この期間，退出された事業所数割合は

51％で倍近く退出が増加したため，事業所数は

22％減少した．参入率の減少のほとんどは単

独事業所の参入減少に起因している．退出率に

おいては，単独事業所と複数事業所間の差異は

あまり大きくない．

　参入事業所と退出事業所が産出へ与える効果

を年次で見ると小さく，参入率と退出率と同様

に安定した傾向を示している．参入事業所と退

出事業所の出荷額は，製造業全体の出荷額の20

％程度を説明している．参入する事業所の出

荷額は，存続事業所の平均出荷額の半分弱程度

である．単独事業所の平均規模が平均存続事業

所規模の24％に過ぎないこととは対照的に，

複数事業所の場合は平均存続事業所規模より

1．5倍以上大きい．また，退出する事業所のマ

ーケットシェアと相対的な平均規模について

80年代と90年代を比べてみると大きな差はな

い．90年代には退出事業所のマーケットシェ

アが参入事業所のマーケットシェアを少し上回
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　　図4。コホート別労働生産性プロファイル
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年度

っている．

　表7には産業別の参入・退出に関する変数が

80年代と90年代に分けて示されている．参入

率は40産業において減少している．また，80

年代では，参入率より退出率が大きい産業が49

産業中で28産業あるが，90年代には43産業

で，退出率が参入率より高くなっていることが

わかる．1981年から1990年までの期間におい

て，参入率は電子応用装置・電子計測器・同付

属品の1．674から銑鉄・粗鋼業の0．084まで分

布しているが，1990年代において参入率が一番

高い産業は半導体素子・集積回路製造業で，低

い産業は繊維製品製造業になっている．退出率

は80年代では石油産業の0．238が最小で，最大

の産業は通信機器製造業の0．756である．90年

代では退出率の一番高い産業は80年代と同様

に通信機器製造業であるが，一番低い産業は銑

鉄・粗鋼製造業である．参入率と対照的に退出

率は多くの産業において増えている．49産業

のうち37産業で，退出率の増加が観察された．

　参入事業所と退出事業所のマーケットシェア

と存続事業所との相対的な平均規模に関しては

産業間の差異が大きいことがわかる．しかしな

がら，参入事業所と退出事業所の産業全体の産

出に占める割合はすべての産業において有意に

小さく，存続事業所の平均規模に比べて非常に

小さい．また，年次の平均参入率の結果と同様

に生産性上昇が速いハイテック産業の参入率が

80年代に比べて90年代に格段に小さくなって

いる．一方で，参入率の変化とは逆に，存続事

業所と比べた参入事業所の規模は49産業中31

産業で増加しているが，退出事業所の平均規模

は参入事業所規模の増加傾向と異なり，多くの

産業で減少している．

4．事業所の参入・退出と存続事業所内部労働

　生産性の上昇

　　2，3節で見てきたように，1990年代におけ

る日本の製造業の労働生産性上昇の下落は，主

に内部効果の下落に起因しているが，退出する

事業所のシェアが1990年代後半以降急増して

いるのに対し，新規参入する事業所数が減少し

ているといった事業所の参入・退出パターンの

変化による参入効果の下落も，90年代の労働生

産性上昇の低迷を説明する上で重要である．

　3節では，参入率の減少は既に確認されてい

るが，90年代における参入効果の寄与が80年

代と比べ低くなった要因が，参入率の下落によ

る参入事業所のシェアの減少で起きたのか，参

入事業所の生産性と平均生産性の乖離が拡大し

ているため生じたのかについては確認する必要

がある．

　図4は80年代と90年代の参入事業所グルー

プが，参入した時点から2000年までの生産性

を産業の平均生産性と比較した生産性プロファ

イルを示している．90年代の参入事業所は参

入時の生産性は80年代と比べて低いが，その

後の生産性の伸びは非常に高い．参入して3年



242　　　　　　　　　　　　　　　　　　経　　済　　研　　究

　　図5．80年代における産業別内部効果と純参入効果の関係
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　　　　　　表8．事業所の参入・退出が内部効果に与える効果

被説明変数：内部効果

説明変数
　1981－1990

i1）　　　　（2）

　1990－2000

i3）　　　　（4）

参入率

^ーンオーバー（参入率＋退出率）

0．126＊＊

i0．057）

@　　　　　0．09P榊

@　　　　（0．034）

O．045＊＊＊　　0．037串＊＊

i0．009）　　（0．011）

0．198＊＊傘

i0．076）

@　　　　　0．089料

@　　　　（0．043）

O．018＊＊　　　0．019＊

i0．009）　　（0．011）

観測値

q－squared

　　　441
O．0111　　　　0．016

　　　490
O．0138　　　0．0088

注）　　＊ヵ〈．1，　零＊　メ〉く．05，　＊＊亭　ρく．01．

後になると存続事業所の平均生産性とほぼ同じ

水準に達することもわかる．この結果から，90

年代の参入効果下落の主因が参入率の減少にあ

ったことが確認できよう．

　参入率の下落は単に参入効果だけを減少させ

るだけではなく，内部効果の下落にも

大きく影響する可能性が高い。言い換

えれば，事業所ダイナミクス（参入と

退出）は，市場競争を高め，存続事業所

内部の生産性が上昇することにより，

また，新設事業所が参入後，長期にわ

たって既存の事業所の生産性を追い抜

いていく学習効果（Learning　Effect）

により生産性が上昇することで内部効

果を上昇させる可能性が高い．

Acemoglu，　Aghion，　and　Zilibotti

（2006）も技術水準が世界のフロンティ

アに近い国では，高い技術とスキルを

持っている企業の試験的な参入が新た

なイノベーションを生み出すために重

要であると主張している．本節ではま

た，参入・退出が内部効果に与える効

果や経路について分析する．

　図5，6は純参入効果と内部効果と

の関係を80年代と90年代に分けて示

したものである．純参入効果と内部効

果は非常に強い相関を持っている．相

関係数は80年代と90年代でそれぞれ

0．67，0．56であった（共に5％で有意で

ある）．表8は毎年の産業別参入率や

ターンオーバー（参入率と退出率の合

　　　　　計）を各事業所内で達成さ

　　　　　れた事業所の生産性上昇を

　　　　　従業者数のシェアを加重し

　　　　　て合計した内部効果に回帰

　　　　　した結果である．参入率と

　　　　　ターンオーバーが高くなる

　　　　　ほど存続事業所内部の生産

　　　　　性は有意に上昇するという

　　　　　結果になっている．このよ

　　　　　うな結果は事業所の参入・

　　　　　退出が活発に行われること

が市場競争圧力を高めて，存続事業所内部の生

産性上昇を促進させる機能を果たしていること

を示唆している．

　産業レベルのデータでは，参入による市場競

争効果と学習効果を区別することができない．
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表9．事業所の参入が事業所労働生産性上昇率に与える効果
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．

1980年代 1990年代

参入率 0．007串綿 一〇．035事鱒

（0．001） （0．003）

参入事業所のマーケットシェア 一〇，125料ホ 一〇，121串串串

（0．015） （0．036）

従業者数の対数値 0．049明旦寧 0．048榊寮 0．049＊韓 0．049＊韓

（0．001） （0．001） （0．001） （0．001）

複数事業所ダミー 一〇．025事韓 一〇．025榊寧 一〇．005康奉 一〇．005榊

（0．002） （0．002） （0．002） （0．002）

事業所年齢 一〇．03串串＊ 一〇．03榊＊ 一〇，089寧＊＊ 一〇．089韓拳

（0．007） （0．007） （0．012） （0．012）

事業所年齢2 0，001 0，001 0．01事率準 0．01牌康

（0．001） （0．001） （0．002） （0．002）

経過年数 一〇．072目零 一〇．07目零 一〇．038串韓 一〇．038事牌

（0．003） （0．003） （0．005） （0．005）

経過年数2 0．006纏申 0．006料廓 0．002牌串 0．002榊寧

（0．000） （0．000） （0．000） （0．000）

年ダミー 含む 含む 含む 含む

R－squared 0，053 0，053 0，065 0，065

観測値 675，069 675，069 603，167 603，167

参入率（単独事業所） 0．066艸串 0．065寧噛＊

（0．006） （0．013）

参入率（複数事業所） 一〇．364卓出寧 一〇．557串ホ傘

（0．036） （0．068）

参入事業所のマーケットシェア（単独事業所） 0．089牌 0．497串串寧

（0．039） （0．111）

参入事業所のマーケットシェア（複数事業所） 一〇．235油糟 一〇．694＊韓

（0．024） （0．104）

従業者数の対数値 0．049串串串 0．048韓串 0．049山山＊ 0．049寧騨

（0．001） （0．001） （0．001） （0．001）

複数事業所ダミー 一〇．025一遇 一〇．025榊宰 一〇．005掌串 一〇．005榊

（0．002） （0．002） （0．002） （0．002）

事業所年齢 一〇．03＊申串 一〇．03＊＊寧 一〇．089＊＊宰 一〇．089卓＊＊

（0，007） （0．007） （0，012） （0．012）

事業所年齢2 0，001 α001 αOl零艸 0．01傘事串

（0．001） （0．001） （0．002） （0．002）

経過年数 一〇．073率騨 一〇．07P榊 一〇．038象艸 一〇．038寧韓

（0．003） （0．003） （0．005） （0．005）

経過年数2 0．006韓串 0．006串榊 0．002寧＊＊ 0．002目串

（0．000） （0．000） （0．000） （0．000）

年ダミー 含む 含む 含む 含む

尺一squared 0，053 0，053 0，065 0，065

観測値 674，878 674，878 603，082 603，082

　　　　　　注）　　＊　ρく．1，　耶摩　ノ）＜．05，　＊零寧　メ）〈．01．

そのため，『工業統計調査』の個票データを用い

た回帰分析で，参入による市場競争効果と学習

効果が存続事業所内部の生産性上昇に与える効

果を明らかにする7）．表9では回帰分析の結果

が示されている．参入による市場競争効果を表

すものは，参入率と参入事業所のマーケットシ

ェアの係数値で，学習効果を表す変数は事業所

年齢と経過年数である8）．事業所規模の代理変

数としては従業者数の対数値を，また，複数事

業所ダミー（複数事業所であれば1，それ以外は

0）と年ダミーをコントロール変数として採用し

た．結果を見ると，日本の製造業における新規

事業所の学習効果は内部効果へ有意に負の効果

を与えていることがわかる．80年代において
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は，参入率は事業所の労働生産性上昇に対して

正の有意な効果を与えている．これは事業所の

新規参入が80年代においては市場の圧力を高

める機能を果たしたと考えられる．しかし，参

入事業所のマーケットシェアは参入率とは逆に

負の有意な効果を与えている．80年代とは対

照的に，90年代の参入率や参入事業所のマーケ

ットシェアの係数値はすべて有意にマイナスの

値を取っており，市場競争効果は成立しなくな

ったことが分かる．この結果は『企業活動基本

調査』のデータを利用して，競争が企業の生産

性を上昇させるというOkada（2005）の結果と

異なる．また，3節において我々は単独事業所

と複数事業所の参入パターンが異なることを確

認した．従って，単独事業所と複数事業所の参

入率と参入事業所のマーケットシェアの変数を

用いて，事業所の生産性上昇へ与える効果も分

析してみた．その結果，時期と関係なく，単独

事業所の参入が事業所の生産性を上昇させてい

ることがわかった．特に90年代では，単独事

業所の参入率やシェアが増加している産業に属

している事業所で，生産性が非常に高く伸びて

いるとの結果が得られている．一方で，相対的

な規模が大きい複数事業所の参入率やシェアが

増加すると事業所の生産性が低下する結果にな

っている，その負の効果は90年代により大き

くなっている．この結果は，複数事業所の参入

率が高い産業はある程度以上の規模ではなけれ

ば，参入できないような参入障壁が高い産業で

あることが推測される．90年代において，複数

事業所の参入が多い産業は半導体，電子部品，

自動車，自動車部品のような産業であった．こ

のような産業では予想に反して市場競争が強く

ない可能性が高い．従って，事業所内部の生産

性上昇が90年代に大きく下落した要因は，単

独事業所の参入率が減り，市場競争圧力が弱ま

ったことと複数事業所しか参入できないほどに

競争から守られている産業の存在にある可能性

を示唆している．

5．終わりに

本論文では，経済産業省『工業統計調査』の

研　　究

事業所レベルデータを利用し，日本の製造業に

おける参入・退出パターンと生産性上昇の関係

を分析した．分析から得られた結果をまとめる

と以下のようになる．

　労働生産性上昇率の要因分解分析からは，内

部効果の下落だけではなく，参入効果の下落も

90年代の日本製造業部門における労働生産性

上昇率低下にかなりの程度で影響していること

が示された．その参入効果の下落のほとんどは，

単独事業所の参入効果が減少しているためであ

ることもわかった．また，いくつかの産業を除

けば，ほとんどの産業において，製造業全体の

生産性上昇分解分析の結果と同様に負の退出効

果が観察された．また，80年代と比べて90年

代においては，市場の資源配分機能の改善が僅

かながら見られたが，90年代の日本の製造業の

生産性が低迷した理由は，新たな技術や経営方

式を持つ企業による事業所の新設が行われなか

ったことと，事業所内部の生産性向上をもたら

す要因である人的資本，技術知識ストック等の

枯渇が，市場の資源配分機能の強化による効果

をクラウド・アウトしたためであった．

　参入率が90年代に大きく下落したことは，

参入効果を下落させたのみではなく，90年代の

生産性低迷の主因である内部効果の下落にも関

係することも分析した．参入事業所が市場競争

を促進させる市場競争効果と参入後の生産性上

昇による学習効果が内部効果に与える効果に関

しては，産業レベルデータと事業所レベルのデ

ータを用いて回帰分析を行った．産業レベルの

データの分析からは，市場競争効果は内部効果

に有意に正の効果を与える結果を得た．また，

事業所レベルデータを用いた分析結果は，80年

代においては市場競争機能が働いているが，90

年代では参入による市場競争機能が弱まり，事

業所内部の労働生産性上昇を鈍化させた可能性

を示唆している．加えて，学習効果は生産性の

内部効果にマイナスの効果を与えているとの結

果を得た．

　今後は，負の退出効果や事業所の参入と存続

事業所内部の生産性上昇の関係に関するより厳

密な研究が必要と考えられ’る．
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（日本大学経済学部・一橋大学経済研究所・
一橋大学大学院経済学研究科大学院生）

　注
　1）『工業統計調査』の個票データを用いた研究は，

経済産業研究所におけるプロジェクトr日本における

産業・企業レベルの生産性に関する研究』の一部とし
て行われた．

　2）『工業統計調査』のパネル化作業の詳細な内容
は新保・高橋・大森（2005）を参照されたい．

　3）最近まで，4人以下の事業所に関するデータは
県庁が管理していたために，多くの個票データは既に
廃棄されて，ここでは利用できなかった（新保・高
橋・大森（2005）を参照）．

　4）　経済産業省のr工業統計調査』には，4人以上の

製造業に属する事業所を分析対象にしている．そのた
め，我々のデータにおいて，「退出した」と定義される

事業所には，規模を4人未満に縮小したり，製造業か

ら他の産業に主な事業を変更したり，事業所が別の調

査区に移転したりした事業所も含まれている点に留意

しなければならない．

　5）　参入・退出率の測定には主業種が変わり，別の

産業へ移動する事業所も含まれている．

　6）　図に示された参入・退出率は2時点間の参入・

退出率を年数で割ったものである♂

　7）市場競争効果には高い技術とスキルを持った参
入事業所による知識スピルオーバー効果も含まれてい

る可能性があるが，二つの効果の識別は今後の研究課
題にしたい．

　8）『工業統計表』では事業所の設立情報が確認で
きず，データに現れたときを参入時点とみなすことに

しているため，個票データの最初の時点である1981
年以前から存続している事業所の年齢は測定できない．

経過年数という変数は，1982年以降参入が確認できる

事業所には0の値を，1981年からデータがある事業所

には，1981年からの経過年数の値を入れている．後者

の場合，当然ながら，事業所年齢という変数は参入時

点が確認できないため，0の値をとっている．同じ推

計を1990年以降も行い，係数を1990年以前の推計と
比較可能にするために，1982年頃ら1990年の間に参
入した事業所に対して，1990年以降の推計では参入時

点が確認できない場合と同じく処理した．
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